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１．研究の視点と研究内容 
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（１）研究の視点 

◆ それらの取組の中には、今回の東日本大震災からの復興
においても学ぶべき点が多々あるのではないか。 

◆ それらの取組を比較することで、見えてくる示唆があるので
はないか。 

○  我が国においては、これまで地震や津波、火山の噴火等
により幾度にわたって大災害が発生し、農林漁業や集落コ
ミュニティにも大きな被害。 

○  被災地の人々は、その度に、知恵を出し合いながら、敢
然と復興に立ち向かい、農林漁業の再編や農山漁村のコ
ミュニティの再生に取り組み。 
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（２）研究内容 ① 
◆ 過去の復興事例に関する研究成果等の文献を整理・分析 

  ・ 雲仙普賢岳の噴火（島原市、旧深江町）＜1990年＞ 

  ・ 北海道南西沖地震（奥尻島）＜1993年＞ 

  ・ 阪神・淡路大震災（淡路島等）＜1995年＞ 

  ・ 三宅島雄山の噴火（三宅島）＜2000年＞ 

  ・ 新潟県中越地震（旧山古志村等）＜2004年＞ 

  ・ 昭和三陸津波（岩手県、宮城県）＜1933年＞ 等 

 

 

 東日本大震災の被災地の状況を踏まえ、集落コミュニティの再生、

地域農漁業の担い手の確保に向けた示唆を抽出（中間報告）。 

◆ 東日本大震災の被災地に対する現地調査を実施 

  ・岩手県岩泉町、田野畑村 

  ・宮城県亘理町、仙台市（東北農政局） 

  ・福島県相馬市、新地町 
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◆ 過去の復興事例に関する研究成果等の文献の整理・分析の限界 

  ・被災直後の研究成果は多いが、その後のフォローアップを行った
研究成果は少ない。 

  ・地理学、建築学、都市工学、情報学、社会学、心理学といった分
野での研究成果は多いが、農林水業、農山漁村にかかる分野（農
業経済学、農村社会学、林業経済学、水産経済学）での研究成果
はほとんどない。 

   

 

 集落コミュニティの再生、地域農漁業の担い手の確保に向けた 
  示唆を再整理（最終報告）。 

◆ 文献だけでは把握できなかった点を、現地調査（奥尻島、旧山古
志村、島原市、旧深江町、三宅島）の実施により補足（その後の復
興状況、現地の復興への取組に対する評価、農林水産業、農村
集落コミュニティの現状等） 
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（２）研究内容 ② 



２．災害による影響 
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　          過去の被災地における被災前後での人口、高齢化率の変化

　災害名・発生年次 人　　　　口 高　齢　化　率

三宅島雄山噴火　2000年
（三宅村）

1995年 → 2005年
3,831人→ 2,439人（▲36％）

1995年 → 2005年
24％ 　 → 37％

新潟県中越地震　2004年
（旧山古志村）

2004年 → 2009年
2,167人→ 1,406人（▲35％）

2004年 → 2009年
37％    → 42％

北海道南西沖地震　1993年
（奥尻町）

1990年 → 2000年
4,604人→ 3,921人（▲15％）

1990年 → 2000年
16％    → 24％

阪神・淡路大震災　1995年
（淡路島３市）

1995年    → 2005年
162,738人→ 151,391人(▲７％)

199５年 → 2005年
22％    → 27％

注：高齢化率とは、全人口に占める65歳以上人口の割合である。

（１）人口減少、高齢化の進展  

◆ 地域外への避難を余儀なくされた三宅島、旧山古志村
では、人口が大きく減少。 

◆ 三宅島、奥尻島では、それ以前の過疎化・高齢化の進行に
加え、若年層が流出し高齢化が大きく進展。 
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　　　　　過去の被災地における被災前後での農家数、漁業従事者数の変化

　災害名・発生年次 農  家  数 漁業従事者数

三宅島雄山噴火　2000年
（三宅村）

2000年 →  2010年
  124戸 →     45戸（▲64％）

1998年 → 2008年
  111人 →    50人（▲55％）

雲仙普賢岳噴火　1990年
（島原市、旧深江町）

1989年  → 1995年
2,410戸 → 1,130戸（▲53％）

－

北海道南西沖地震　1993年
（奥尻町）

－
1898年 → 1998年
  455人 →  274人（▲40％）

資料：農林業センサス、漁業センサス
注：１．三宅村は販売農家数、島原市、旧深江町は総農家数で、いずれも農林業センサスによる。
　　２．三宅村、奥尻町の漁業従事者数は、いずれも漁業センサスによる。

◆ 人口減少、高齢化の進展もあり、三宅島、奥尻島、島原
市・旧深江町では、農家数、漁業従事者数とも４～６割減。
被災前から困難のあった農業、漁業の担い手不足がさらに
深刻化。 

（２）農家数、漁業従事者数の減少 
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３．災害を契機とした農業の再編 
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◆ 雲仙普賢岳の噴火の被災地では、被災を機に農家が半減
したが、 

   

 

（１）雲仙普賢岳噴火の後の農業の再編 ① 

 畑作農家の１戸当たり経営面積 ： 0.81ha → 1.33ha （64％増） 

 畑作農家の農業所得         :    169万円 → 246万円 （46％増） 

 

（土石流で被災した地区を嵩上げしその周辺地区も含めて基盤整備を実施） 
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     ①土石流で被災した地区の嵩上げ、②基盤整備に
よる大規模な畑作団地の形成、③農地の利用集積を実施。 
   

 



　農業粗生産額の構成変化（島原市・旧深江町）
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◆ 島原市・旧深江町では、前述の整備に加え、避難期間中の
技術研修やハウス建設等への支援も行われ、たばこ作から
野菜作、施設園芸へ転換。 
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（１）雲仙普賢岳噴火の後の農業の再編 ② 



中越大地震で被害の大きかった集落における震災後の営農体制

72 84 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29

うち法人組織の設立へ

生産組織設立、もしくは設立合意へ

個別担い手中心の生産体制へ

震災前と同じ生産体制

◆ 新潟県中越地震で被害の大きかった長岡市の166集落でも、
営農体制の再編・強化に向けた支援が重点的に実施された。 

   
 

（２）新潟県中越地震後の農業の再編  

・166組織のうち、94％に相当する156集落で営農体制が整備 
 

        

（観光ポイントにもなっている山古志地区の棚田） 

・43％に相当する72集落で組織的な取り組みを開始 
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・17％に相当する29集落で法人組織を設立 

        



◆ 復興後の農業の担い手確保や担い手の円滑な営農再開
には、国費による助成に加えて、県費、義援金等から構成さ
れた復興基金を使った支援も寄与。 

（３）復興基金による農業の担い手に対する支援  

・雲仙普賢岳の被災地では、１千億円規模の復興基金により、
①営農再開までの代替農地の無料貸付、②ハウス等の新設・
移設費用に対する助成、③作付転換のための技術訓練等を実
施。 
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・新潟県中越大地震の被災地では、３千億円の復興基金に
より、①農林水産業（鯉の養殖を含む）の事業再開支援、②
51人の地域復興支援員の被災集落への配置等を実施。 

        

 復興基金を積み、地元の判断でそれを運用できた被災地のいず
れもが、その機動性を高く評価。東日本大震災の被災地でも、復興
交付金が同様の機能を果たすことを期待。 



◆ 今回、分析対象とした被災地には大規模な平野地域がな
く、被災後に大区画圃場整備事業を実施した事例はない。 

  

（４）大区画圃場整備事業による農業の再編  ① 

→ 別途、同事業の実施地区に関する文献を収集・分析 
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・合計３０事例に対する分析結果を収集・分析 
 

 うち１２事例は、農林水産政策研究所が実施し  

 た集落営農組織に関する研究で調査・分析し 

 た結果 

        



岩手県一関市（一関第２地区） 

福島県猪苗代町（長坂地区） 

事業実施後 事業実施前 

大区画圃場整備事業の例 
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◆ 大規模な個別経営や組織経営のない地域でも、以下のよ
うな発展段階を踏んでいく事例を数多く把握。 

   大区画圃場整備事業の実施 

→ 農地の所有と利用の分離、大型機械の導入 

→ これらが集落営農組織等の設立の契機 

→ 農地の集約化、法人化等により組織が安定化    
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（４）大区画圃場整備事業による農業の再編  ② 

 東日本大震災の被災地でも、担い手が不足している
平野部においては、将来の担い手を育成・確保する手
法として有効。 



◆ 具体的には、以下のようなケースで有効と思われる。 
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（４）大区画圃場整備事業による農業の再編  ③ 

農業機械や施設が被災し、農業者が個別に経営
再建をすることが難しい地域 

これまで全く農業者による共同での取り組みがな
かった地域 

 集落営農組織等の設立が、そうした農業者の受け
皿となる可能性。 

 いきなり集落営農組織を立ち上げるのではなく、大
規模圃場での農作業の引き受け手として、まずは受
託組織や機械利用組合を立ち上げるだけでも、将
来の担い手確保に向けて有効。 



◆ 三宅島では、農地の復旧事業が行われたが、復旧した農
地を引き受ける農業者の確保が十分ではなく、耕作放棄地
が発生。 

17 

（５）農業の担い手確保に向けた取組   

谷間等に立地するため平地が少なく、離農する農業
者の農地の引き受け手の確保に困難を伴う地域 

・各地で見られるＮＰＯ法人等による人材の確保・育成
のための研修システム等の構築の動き 

・広島県の中山間地域等で見られる地域外の大規模

個別経営や参入企業を農地の引き受け手である「集落

法人」として位置づけて育成する動き 

→ これらの取組が参考になると考えられる。 



（６） 避難中の営農意欲の維持等 

◆ 三宅島、旧山古志村では、避難中の農業者のスムー
ズな営農再開のため、避難先に農園を設置。 

農業者の営農意欲の維持等に効果を発揮 

◆ 島原市・旧深江町では、避難中の農業者のため、代替
農地の貸付、作物転換の技術研修を実施。 
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三宅島「げんき農場」、「ゆめ農園」、旧山古志村「いきがい健康農園」の概要

施　　設　　名 立地および開設日 目　　　　　的 栽培作物 雇用者数

資料：東京都「三宅島噴火災害の被災者に対してとった支援措置一覧」（平成16年３月１日）、内田雄造等「震災前後の山古志
　地区の営農の状況と仮設住宅での農作業の実態」（東洋大学・福祉社会開発研究、2号,2009年３月発行）等から筆者が整理。

両農場
合計で
295人

三宅島
「げんき農場」、

「ゆめ農園」

東京都八王子市
(平13年5月開設)
東京都江東区

(平14年2月開設)

前者:島特産物の栽培と種
苗の確保
後者:島特産の観葉植物等
の島内緑化用の苗木生産

前者：赤芽イ
モ、明日葉等
後者：観葉植
物、樹木苗等

168人
（2006
年）

　　旧山古志村
　「いきがい健康
農園」

新潟県長岡市
（平17年５月）

仮設住宅で生活する期間
の営農意欲や体力の維持

野菜類



４．災害を契機とした漁業の再編 
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◆ 三宅島では、火山灰、泥流の流入等が続いており、主要水産物であっ
たテングサ、トサカノリの漁場が回復していない。 

◆ 奥尻島でも、津波によって岩場が荒らされるなど水産資源の賦存状況
が大きく変化してしまった。  

（１）回復しない漁獲量 

・漁業従事者の減少、高齢化 

・漁船の減少 

 

 漁獲量が、被災前に比べて、三宅島、奥尻島で、それ
ぞれ６割、３割減少しており、回復していない。 

 

＋ 
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 これに、後述するような・・・ 



　　　　　過去の被災地における被災漁船数等と漁業従事者数の変化

　災害名・発生年次 漁船数の変化、被害漁船数等
漁業従事者数、漁業従事者の
高齢化率の変化

三宅島雄山噴火　2000年
（三宅村）

1998年 → 2008年
   83隻 →    49隻（▲41％）
(噴火後火山ガス、台風で約60隻
廃船)

1998年 → 2008年
  111人 →    50人（▲55％）
　　30％→     36％
(高齢化率の変化）

北海道南西沖地震　1993年
（奥尻町）

1988年 → 1998年
  628隻 →  412隻（▲34％）
（津波で591隻被災、その後343隻
を建造・購入）

1988年 → 1998年
  455人 →  274人（▲40％）
　　25％ →　 35％
(高齢化率の変化）

資料：漁業センサス、三宅村、奥尻町等からの聞き取り結果

◆ 三宅島では噴火後の火山ガス、台風で約60隻の漁船が廃船。奥尻島
では591隻の漁船が津波で被災。他方、三宅島では島外避難が長期化。 

（２）漁船の被害と漁業従事者の減少、高齢化 

・漁業従事者数の減少率は、三宅島の方が大きい。 
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・奥尻島では、義援金等に基づく復興基金のお陰で343隻の漁船の 

 建造・購入が行われ、漁船の減少率は小さい。  

・漁業従事者の高齢化率の上昇は、奥尻島の方が大きい。 

 



◆ 現地調査の結果、漁船を失った漁業者が自力再建することの難しさが
示唆された。 

（３）漁業の担い手確保にむけた取組 
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◆ 漁業者の大幅な減少が見込まれる被災地では、被災からの復旧事業
の実施に併せて、新たな担い手確保に向けた対策も講じていくことも必
要。 

操業再開を諦める漁業者を減らすためには、奥尻島で行われた
ような共同利用漁船の導入、中古船の購入に対する助成が有効。 

 三宅島で計画されているような短期と長期の研修を組み合わ
せた漁業の担い手確保対策（式根島、小笠原諸島では既に実施
中）が参考に。 



・５漁港のうちの３港が被災（火山の噴火による地盤沈下、火山灰 

 の港内への流入等）。２港にあった冷凍・冷蔵施設も被災。 
 

（４）三宅島における漁港機能の集約 ① 
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・ 被災を機に漁業者、漁船の減少を踏まえ、５つの漁港の荷さば
き等の機能を１港に集約。 

・ 残りの４港も、道路の分断等に備えた防災の観点から維持し、
小規模な漁船による漁は継続。 

 

◆三宅島には、島内に５つの漁港。ただし、冷凍・冷蔵施設は２港にのみ立
地。 

 

 東日本大震災の被災地でも、漁業者、漁船の減少等への対応と
して、漁港機能の集約・再編を検討する際には、三宅島での漁港機
能の集約の考え方、合意形成の経緯が参考になる可能性。 



（４）三宅島における漁港機能の集約 ② 
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大久保
漁港

湯の浜
漁港

伊ヶ谷
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漁港 坪田

漁港

冷凍施設、
冷蔵施設、
荷さばきを漁
協の立地す
る阿古港に
集約 

被災 

被災 
被災 

＜現在の伊ヶ谷漁港＞ 

＜現在の阿古漁港＞ 

＜現在の大久保漁港＞ 
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（５）被災を免れた漁船による操業 
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◆三宅島では、大型の漁船12隻は被災せず、静岡県下田市に避難。 

◆奥尻島でも、沖に出ていて操業していた漁船は被災せず、対岸の 

 大成町等に避難。 
 

・ 三宅島の避難漁船は、下田港、式根島、大島を係留地とし、そ
こから三宅島近海で漁をして、それぞれの係留地で水揚げ。 

 

・ 奥尻島の避難漁船は、復旧の早かった島内の松江漁港に係留
され、魚の獲れた場所によって、松江港か対岸の大成町の漁港
で水揚げ。 

 

 復旧の早い漁港と遅い漁港で、被災を免れた漁船の
操業のための連携が有効（既に、そうした動きが出てい
る）。 



５．集落コミュニティの再生 
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（１）集落コミュニティの崩壊・再生の遅れ  

◆ 三宅島の噴火災害、阪神・淡路大震災では、地域コ
ミュニティ単位での避難が実施できず。 

 同じ集落の住民がばらばらに避難したことで、
既存の地域コミュニティが崩壊 

◆ 特に、三宅島では、避難が長期化（４年５ヶ月）。また、
都営住宅等への分散入居による避難。 

居住性、利便性は高かったが、地域コミュニ
ティの再生が遅れ、帰島後の人口減少に拍車 
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（２）新潟中越地震後の集落コミュニティの再生 

◆ 中越地震で被災した旧山古志村では、直前の阪神・淡
路大震災で問題となった被災高齢者の孤独死を教訓に、 

14集落全てが既存コミュニティを維持する形で再建 

 地域コミュニティの結束が、地域全体の復興の原動力に 

 既存のコミュニティを保持・活用する形で地域コミュニ
ティの再生を図った方が、より迅速な復興を実現するた
めには有効。 

  ・ 地域コミュニティ（集落）単位での避難生活（避難所でも集落毎に 

   話し合いができるよう、避難所間の移動を直ぐに実施） 

  ・ 仮設住宅における地縁・血縁に配慮した世帯配置 
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（３）避難先における地域コミュニティの維持・再生 

◆ 三宅島雄山噴火の被災者の避難先では、団地自治体の集合体か
ら出発した「三宅島島民連絡会」の形成等、分散避難のためばらば
らになった地域コミュニティを再生するための取組が行われた。 

 東日本大震災の被災地で、仮設住宅用の用地の
確保や立地の関係、放射能の影響等で、既存の地
域コミュニティをそのまま維持することが難しいケー
スでは、連絡会の形成等地域コミュニティの維持・再
生の取組が参考になる可能性。 
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帰島後、時間はかかったものの、既存の地域コミュ
ニティが再生されつつあり、新たな地域コミュニティ
形成に向けた動きも出現。 



（４）新潟中越地震復興における地域復興支援員 

◆ 中越地震で被災した旧山古志村等では、集落毎に復
興計画を策定して集落コミュニティの再生を図ったが、
その過程で、復興基金を活用した地域復興支援員が地
域に密着し大きな役割。 
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 地域復興支援員のような人材を地方自治体が雇用する場合には、
その機動性を確保できる雇用形態、雇用時の的確な研修が重要。 

・地域住民だけでは発想し得なかった復興計画、復興 

 に向けた取組について、合意形成をサポートする効果  

・閉鎖的になりがちな既存コミュニティを外に開かれたも 

 のにする効果 



６．集落の再立地、移転 
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 ◆ 昭和８年の昭和三陸津波では、被災後、136集落中107集落
で集落移転。 

（１）昭和三陸津波における集落移転  

  昭和三陸津波の復興時に高台移転した住
居の多くは、今回の震災でも被災せず。 

・高台移転を基本としつつも、考えられる選択肢のメリット
、デメリットを踏まえ、住民の合意を形成していく必要。 
・高台移転する場合には、それを長く維持するための方
策も併せて実施する必要。 
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 ・ただし、移転適地が少なかったため、集落全体での移転は
約1/3の39集落にとどまる。 

 ・政策研の現地調査地の多くで、当時、高台移転しても、そ
の後の出漁や生活の不便さ、分家や戦後引き上げ等で、低
地での住宅建築が進展。 



  ② 住民の意向を尊重し、高台に住みたい人は高台に住み、元 
の低地に住み続けたい人は低地に住む分散移転 

  （北海道南西沖地震の被災地である北海道奥尻島等） 

（２）集落移転の選択肢  
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 ① 集落内の住民が全て高台に移転する集団移転を行い、それ 
を維持 

  （昭和三陸津波の被災地である岩手県大船渡市吉浜地区、新
潟県中越地震の被災地である新潟県長岡市旧山古志村等） 

 
  

  ③ 高台移転せず低地に住み続け、防災訓練を徹底 

  （昭和三陸津波の被災地である岩手県釜石市佐須地区等） 

移転適地の確保の可否、住民の合意形成の難しさ、コミュニ
ティの規模や絆の強さ等により、メリット・デメリットにも違い。 



（３）新潟中越地震後の旧山古志村での集落移転 

（中越大地震で水没した２集落は、共に全戸で高台へ移転することで合意） 

高台に移転した新集落 
より、旧集落にある田 
畑に通作 

34 

（新集落の家並み） 

（新集落の家並み） 

高台移転 

高台移転 



（北海道南西沖地震で奥尻島に押し寄せた津波の高さを示す看板） 

23.3ｍ 
11.7ｍ 

（４）北海道南西沖地震後の奥尻島での集落移転 ①  
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（高台へ移転した住民の住宅地） 

（低地に住み続ける住民の 
ために設置された避難路： 
島内42ヶ所に設置） 

（低地に住み続けることを選択した住民の住宅地） 

低地の宅地は、 
盛り土で嵩上げ 

（４）北海道南西沖地震後の奥尻島での集落移転 ②   
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非住家
地区に
指定さ
れ緑地
公園へ 



  ② 住民の意向を尊重し、高台に住みたい人は高台に住み、元  
  の低地に住み続けたい人は低地に住む分散移転 
 

（５）集落移転の選択肢毎のメリット、デメリット  
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 ① 集落内の住民が全て高台に移転する集団移転を行い、それ 
を維持 

   

  ③ 高台移転せず低地に住み続け、防災訓練を徹底 

   

・住民の安全性の確保は一番確実。 

・移転用地の確保、手厚い支援、住民合意の困難性、移
転後の住民の低地への再移転の防止が課題。   

・住民合意の容易さ、移転費用は軽減、漁業のし易さ。 

・地域コミュニティが分裂、低地に住む住民の安全性の
確保、支援の手厚さの違いによる軋轢が課題。   

・小さなコミュニティで結束力が強ければ安全性の確保
は可能。コミュニティの結束力強化、後は②に同じ。 

・大きなコミュニティに不向き、防災訓練の形骸化が課題   



７．むすび 
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◆ 過去の研究成果の整理・分析からは、以下のような示唆。 
 
  
 
  

 ① 多くの被災地で人口減少と高齢化が加速しており、東日
本大震災の被災地でも、想定される人口減少、高齢化の進
展を踏まえ、それに対する対応策も盛り込んだ復興計画を
策定する必要（被災前と同じ状態に戻すという発想は復興に
結びつかない）。 
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 ② 被災後の農業の担い手を特定し、新たな営農体制の構築
について関係者で合意できれば、営農体制の再編・強化に
より、地域農業を再生できる可能性（大規模な平野部では、
大区画圃場整備事業を契機とした集落営農組織等の立ち上
げも有効）。 

 
   ③ 漁船を失った漁業者の自力復旧の難しさを踏まえれば、

共同利用漁船の導入、中古船の購入に対する支援が重要。
また、後継者確保対策を同時に推進することも重要。漁業者
の減少に対して、必要があれば関係者が合意できる形での
漁港機能の集約・再編を検討することも重要。 

 
  



 ④ 既存のコミュニティを保持・活用する形で地域コミュニティ
の再生を図った方が、より迅速な復興を実現するためには
有効。また、地域外の支援者を復興に向けた活動で取り込
めれば、地域外と結びついた新たな取組が行いやすくなり、
将来、平常時の地域活性化に向けた取組にも有効。 
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 ⑤ 集落移転では、高台への集団移転を行い、それを維持で
きている要因を成功事例に学ぶ必要。高台への移転に当た
っては、津波被害における教訓の伝承、移転跡地の防潮林
や公園への変更など高台移転を長く維持するための方策も
併せて実施する必要。 

 
  



本調査・分析は、以下のプロジェクトチームが行った 
   （カッコ内は今回報告の担当部分）。 

 

  吉田 行郷（研究の概要、三宅島雄山の噴火、大区画圃場整備）  
 
  香月 敏孝（雲仙普賢岳の噴火） 
 
  小野 智昭（北海道南西沖地震（奥尻島））        
 
  福田 竜一（阪神・淡路大震災） 
    
  橋詰  登（新潟中越大地震（旧山古志村等）） 
    
  杉戸 克裕（昭和三陸津波） 
    
  羽子田知子（大区画圃場整備） 
     

         
          

＜担当研究員一覧＞ 
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ご清聴ありがとうございました。 

津波被害の大きかった奥尻島の岬地区は、非住家地区に指定され、緑地公園としての
整備が行われ、津波災害の記憶と教訓を後世に伝える奥尻津波館が建設されている。 




